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(57)【要約】
【課題】従来の多回線移報装置は些細な要因で信号が出
力されて無用な混乱を引き起こすのに、回線の断線や電
源停止時には信号が出力されなかった。
【解決手段】
　多回線移報装置の異常を検出する異常検出手段と、複
数の回線の中から特定の回線を選択する選択スイッチと
、異常検出手段が異常を検出すると前記選択スイッチに
より選択された特定の回線に信号を所定時間送る時限選
択制御器とを設け、また、その異常検出手段を断線検出
器、あるいは、電源停止検出器とした。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　監視設備から出力される信号を複数の回線に分配して出力する多回線移報装置であって
、
該多回線移報装置の異常を検出する異常検出手段と、前記複数の回線の中から特定の回線
を選択する選択スイッチと、前記異常検出手段が異常を検出すると前記選択スイッチによ
り選択された特定の回線に信号を所定時間送る時限選択制御器とが設けられていることを
特徴とする多回線移報装置。
【請求項２】
　請求項１記載の多回線移報装置において、前記異常検出手段は、監視設備から出力され
る信号が入力する回線の断線を検出する断線検出器であることを特徴とする多回線移報装
置。
【請求項３】
　請求項１記載の多回線移報装置において、前記異常検出手段は、多回線移報装置に供給
される電源の停止を検出する電源停止検出器であることを特徴とする多回線移報装置。
【請求項４】
　請求項１記載の多回線移報装置において、前記時限選択制御器は、選択された特定の回
線の選択スイッチが再度操作されると当該特定の回線に信号を所定時間送ることを特徴と
する多回線移報装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、監視設備から出力される信号を複数の回線に分配して出力する多回線移報装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　監視設備には、火災の発生を監視する火災監視設備や、賊の侵入を監視する防犯監視設
備などがある。これらの監視設備には、必要に応じて多回線移報装置が設けられる（例え
ば、特許文献１参照）。
　例えば火災監視設備に接続された多回線移報装置１０は、火災監視設備の火災受信機Ｒ
から代表移信信号が入力すると、図３に示すように、この信号をリレーＬの常開接点ｌ１
，ｌ２，ｌ３，ｌ４により、エレベータの制御盤や警備機器の制御盤あるいは警備会社の
監視センターへの通報装置等の複数設備の回線ｍ１，ｍ２，ｍ３，ｍ４に出力する。
【０００３】
【特許文献１】特開平７-１８２５７５号公報（第１図）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　このような多回線移報装置は、通常、蓋あるいは扉の付いた筐体内に収容されており、
内部を保護する目的から、蓋あるいは扉の開放をリミットスイッチのような開閉検出器Ｌ
Ｓで検出して、開放された場合には警備会社に通報するようになっている。
【０００５】
　ところで、多回線移報装置の出力信号は警備会社以外の設備にも利用されるため、その
利用する設備の関係者が蓋あるいは扉を開放することがあり、その度に警備会社に通報が
行き、警備員が出動する事態となっている。
【０００６】
　また、火災受信機からの入力信号線路並びに多回線移報装置からの出力信号線路は基本
的に通常時開放されているため、取り外されたり断線しても、信号が入力していない通常
時と何ら変わるところがない。そのため、取り外されたり断線している状態となっている
ことに気が付かず、火災受信機から移信信号が出力される事態となっても、通報が行われ
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ないという問題があった。
【０００７】
　さらに、停電や故障によって多回線移報装置の電力供給が停止しても、やはり信号が入
力していない通常時と何ら変わるところがない。そのため、上記と同様に、火災受信機か
ら移信信号が出力されても、通報が行われないという問題があった。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　請求項１記載の発明は、監視設備から出力される信号を複数の回線に分配して出力する
多回線移報装置であって、多回線移報装置の異常を検出する異常検出手段と、複数の回線
の中から特定の回線を選択する選択スイッチと、異常検出手段が異常を検出すると前記選
択スイッチにより選択された特定の回線に信号を所定時間送る時限選択制御器とが設けら
れた構成としている。
【０００９】
　請求項２記載の発明は、請求項１記載の多回線移報装置において、異常検出手段は、監
視設備から出力される信号が入力する回線の断線を検出する断線検出器である構成として
いる。
【００１０】
　請求項３記載の発明は、請求項１記載の多回線移報装置において、異常検出手段は、多
回線移報装置に供給される電源の停止を検出する電源停止検出器である構成としている。
【００１１】
　請求項４記載の発明は、請求項１記載の多回線移報装置において、時限選択制御器は、
選択された特定の回線の選択スイッチが再度操作されると当該特定の回線に信号を所定時
間送る構成としている。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明は、上記請求項１記載の構成によれば、多回線移報装置の蓋あるいは扉を開放し
ただけで通報されるようなことはなく、多回線移報装置の異常を検出する異常検出手段と
、複数の回線の中から特定の回線を選択する選択スイッチと、異常検出手段が異常を検出
すると前記選択スイッチにより選択された特定の回線に信号を所定時間送る時限選択制御
器とが設けられているので、多回線移報装置に本来の何らかの異常が発生したような場合
にのみ、選択スイッチにより選択された特定の回線、例えば警備会社の回線に信号が直ち
に所定時間送られる。これにより、警備会社は多回線移報装置内の異常発生を見落とすこ
とがなく、かつ、無用な混乱を引き起こすことがない。
【００１３】
　また、上記請求項２記載の構成によれば、異常検出手段を、監視設備から出力される信
号が入力する回線の断線を検出する断線検出器としたので、従来は把握することのできな
かった回線の断線を、選択スイッチにより選択された特定の回線、例えば警備会社の回線
に信号を直ちに送ることができる。これにより、監視設備から送られる信号を確実に見逃
すことがなくなる。
【００１４】
　また、上記請求項３記載の構成によれば、異常検出手段を、多回線移報装置に供給され
る電源の停止を検出する電源停止検出器としたので、従来は把握することのできなかった
多回線移報装置に供給される電源の停止を、選択スイッチにより選択された特定の回線、
例えば警備会社の回線に信号を直ちに送ることができる。これによっても、監視設備から
送られる信号を確実に見逃すことがなくなる。
【００１５】
　さらに、上記請求項４記載の構成によれば、時限選択制御器を、選択された特定の回線
の選択スイッチが再度操作されると当該特定の回線に信号を所定時間送る構成としたので
、選択された特定の回線が警備会社の回線であるような場合に、故意あるいは間違って選
択スイッチが再度操作されたような場合にも、信号を直ちに送ることができる。これによ
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っても、多回線移報装置の信頼性は一段と高まる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　つぎに、本発明の実施の形態を図面を参照して説明する。図１は本発明による多回線移
報装置の全体構成を示すブロック図である。
【００１７】
　図１では、本発明による多回線移報装置１を火災監視設備における火災受信機Ｒに接続
した場合を示している。すなわち、火災受信機Ｒの移信リレーＬＲが付勢されると、その
常開接点ｌｒが閉じられる。すると、この常開接点ｌｒを介して多回線移報装置１の電源
からリレーＬに電流が流れてリレーＬが付勢され、これに付属する複数の常開接点ｌ１，
ｌ２，ｌ３，ｌ４が閉じられる。すなわち、エレベータの制御盤に信号を送る回線ｍ１に
接続された常開接点ｌ１や、警備機器の制御盤に信号を送る回線ｍ３に接続された常開接
点ｌ３、あるいは、警備会社の監視センターへの通報装置に信号を送る回線ｍ２に接続さ
れた常開接点ｌ２を閉じて信号を出力する。ここまでは上記従来の多回線移報装置の構成
と同様である。
【００１８】
　本発明による多回線移報装置１は、上記構成に加えて各回線の常開接点ｌ１，ｌ２，ｌ
３，ｌ４に並列に各々常開接点ｎ１，ｎ２，ｎ３，ｎ４が接続されている。これら常開接
点ｎ１，ｎ２，ｎ３，ｎ４は、時限選択制御器Ｇによって制御される。この時限選択制御
器Ｇには回線毎に選択スイッチｓ１，ｓ２，ｓ３，ｓ４が設けられており、或る回線ｍの
選択スイッチを操作すると、後述する異常検出手段から検出信号が入ると、その回線の常
開接点ｎを所定時間閉じる。
【００１９】
　ここで、選択スイッチｓ１，ｓ２，ｓ３，ｓ４は、その操作信号が時限選択制御器Ｇの
内部で保持されるので、操作したときだけ閉じ、直ぐに元の位置に復旧するノンロックタ
イプのスイッチとする。そのほかに時限選択制御器Ｇには、所定時間の計時を行うタイマ
ーＴが設けられていて、開放された常開接点ｎは、閉じた後にタイマーＴによって所定時
間が来ると常開側に戻される。ここで、上記所定時間とは、例えば警備会社に異常発生を
通報するのに十分な時間とする。また、時限選択制御器Ｇには、スーパーキャパシタのよ
うなバックアップ電源ＢＴが設けられていて、電源供給停止時にも所定時間、例えば警備
会社に異常発生を通報するのに十分な時間にわたって電源供給が確保されるようになって
いる。
【００２０】
　多回線移報装置１には、火災受信機Ｒから出力される信号が入力する回線Ｒｍの断線を
検出する断線検出器Ｄが設けられていて、火災受信機Ｒの代表移信出力端子間に接続され
た終端器ＥＲをを介して流れる微弱な電流（多回線移報装置のリレーＬを駆動することが
ない程度の電流）が、回線Ｒｍの断線によって消滅するのを検出してその検出信号を時限
選択制御器Ｇに送るようにしている。
【００２１】
　また、多回線移報装置１には、多回線移報装置１に供給される電源の停止を検出する電
源停止検出器ＧＤが設けられていて、電源の停止を検出してその検出信号を時限選択制御
器Ｇに送るようにしている。
【００２２】
　さらに、時限選択制御器Ｇは、選択された特定の回線ｍの選択スイッチｓが再度操作さ
れると、選択された特定の回線ｍの常開接点ｎを閉じて、当該特定の回線ｍに信号を所定
時間送る構成としている。
【００２３】
　つぎに、本発明による多回線移報装置１の異常検出例を火災監視設備の火災受信機Ｒに
接続した場合について、図２のブロック図に基づいて説明する。
　すなわち、本発明による多回線移報装置１が接続された火災監視設備において、警備会
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社の監視センターへの通報装置ＴＨに信号を送る回線ｍを回線ｍ２としているため、選択
スイッチｓ２を操作して選択しておく。
【００２４】
　このように選択設定した状態で、火災受信機Ｒから出力される信号が入力する回線Ｒｍ
に断線が発生すると、火災受信機Ｒの代表移信出力端子間に接続された終端器ＥＲを介し
て流れていた微弱な電流が断たれ、これを断線検出器ＬＤが検出する。断線検出器ＬＤに
検出信号が発生すると、時限選択制御器Ｇは、警備会社への通報用に選択された常開接点
ｎ２のみを所定時間閉じる。これによって、警備会社では火災受信機Ｒの設置された現場
で何らかの異常が発生したことを知ることができる。
【００２５】
　また、停電になると、電源線路に接続された電源停止検出器ＧＤに信号が発生し、スー
パーキャパシタのようなバックアップ電源ＢＴによって電源供給が確保された時限選択制
御器１にこの信号が出力される。電源停止検出器ＧＤに検出信号が発生すると、上記断線
発生時と同様に、時限選択制御器Ｇは、警備会社への通報用に選択された常開接点ｎ２の
みを所定時間閉じる。これによって、警備会社では火災受信機Ｒの設置された現場で何ら
かの異常が発生したことを知ることができる。
【００２６】
　さらに、選択された特定の回線ｍ２の選択スイッチｓ２が再度操作されると、時限選択
制御器Ｇは選択された特定の回線ｍ２の常開接点ｎ２を閉じて、当該特定の回線ｍ２に信
号を所定時間送る。これによっても、警備会社では火災受信機Ｒの設置された現場で何ら
かの異常が発生したことを知ることができる。
【００２７】
　なお、警備会社の監視センターへの通報装置ＴＨに信号を送る回線ｍ２が接続された出
力端子間にも終端器ＥＲを接続しておき、この終端器ＥＲを介して流れる微弱な電流（通
報装置ＴＨの検出手段が駆動することがない程度の電流）が線路の断線によって消滅する
のを通報装置側に設けられた断線検出器で検出し、その検出信号を警備会社に通報するよ
うにしてもよい。これによって、上記同様に、警備会社では火災受信機の設置された現場
で何らかの異常が発生したことを知ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明による多回線移報装置の全体構成を示すブロック図である。
【図２】本発明による多回線移報装置の異常検出例を示すブロック図である。
【図３】従来の多回線移報装置の全体構成を示すブロック図である。
【符号の説明】
【００２９】
１　　　　　　　　　　　多回線移信装置
Ｒ　　　　　　　　　　　火災受信機
ＬＲ　　　　　　　　　　移信リレー
ｌｒ　　　　　　　　　　常開接点
Ｌ　　　　　　　　　　　リレー
ｌ１，ｌ２，ｌ３，ｌ４　常開接点
ｍ１，ｍ２，ｍ３，ｍ４　回線
ｓ１，ｓ２，ｓ３，ｓ４　選択スイッチ
ｎ１，ｎ２，ｎ３，ｎ４　常開接点
Ｔ　　　　　　　　　　　タイマー
Ｇ　　　　　　　　　　　時限選択制御器
ＬＤ　　　　　　　　　　断線検出器
ＥＲ　　　　　　　　　　終端器
ＧＤ　　　　　　　　　　電源停止検出器
ＢＴ　　　　　　　　　　バックアップ電源
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【図１】

【図２】

【図３】
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